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 The theoretical structure of fundamental human rights of Japanese Constitution 

should be reformed, because the era which produced Japanese Constitution has changed. 

1 The states have guranteede the rights, though they are "human  rights". 

All human beings must have human rights, but only those who belong to developed 

countries have had them. Human rights have been founded on states and birth. 

 We must consider human rights as international ones. Why do only those 

who have a certain nationality enjoy human rights? who should enjoy them? 

 I think that those who accept burdens, for example tax, can do. Sieye's insisted 

that positve citizens have rights. Now all people who live in Japan are positive 

citizens, because everyone pay tax. 

 We can think human rights are founded on positive citizens. 

2 Japanese Constitution is thought the most democratic in the world, but it 

includes some articles of racial discrimination. Japanese word "kokumin" 

was selected in tranlation for people in order to exclude rights of korean. 

This policy continues in educational administration, for example at employment of 

teachers. 

 We must change these policies and create new structure of human rights.

1

公教育は特定の国家が,そ の国民を対象に

設置 した制度である.し かし,憲 法 ・教育基

本法を生んだ 「時代」が終焉し,国 家の枠組

みとい う点 で,次 の時代に移行 しつつある以

上,教 育制度 と法の原理 自体を再検討する必

要があることを(1)で 書いた.

しかもそれは環境権など新 しい個別的権利

を定着させるとい う個別問題ではな く,人 間

が生れ育って,社 会の中で生活 してい く基本

的権利 ・義務の構成に関わる検討である.

これまでの権利論の検討は,特 に 「教育権」

に関しては,個 別的な権利の蓄積 とい う形式

を とっていた.し か し,現 在必要なのは,

「権利の構造」の再検討であるように思われ
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る.

とりわけ社会主義ソ連の変質という世界史

的な現実に直面している今,特 に権利論とし

て再構成する必要のある問題は,多 岐にわた

る.

人間は社会的動物であり,協 同性 とそれを

土台にした共同体,様 々な組織を形成 して生

活を築き,守 らなければならない.現 代のよ

うに,商 品経済が支配 している社会では,こ

の協同性を認識すること自体が,非 常に困難

であるが,し かし,そ れ故にこそ,共 同体と

人間の関係,及 びその認識は重要な意味をも

っている.

ところで,権 利の本質的な要素 として,

厂選択権」があるとすれば,い かなる組織に

参加するかこそ,ま ず基本的な権利でなけれ

ぽならない.し かし,現 代社会の最 も基礎的

組織,あ るいは共同体である国家について,

通常は選択権 としては意識されず,(選 択権

がないわけではないが)自 然的偶然性に委ね

ている.こ れまでの歴史的経過か らすれぽ,

それは当然のこととして理解されてきたが,

現代世界のように,人 口の移動の激 しい現実

からすれば,具 体的な権利論の中で,こ うし

たこの不合理性が顕現 している.丑 ではこの

点に焦点をあてて考察する.

あらゆる組織がそ うであるように,国 家 も

その参加者に対 して,様hな 権利 と義務を課

す.そ れは負担 という形をとる.現 代国家で

はそれは主に税 という形式をとる.従 ってこ

こでは納税の権利 ・義務 として考察する.負

担に応じることと,権 利を享受することは一

対のことである.

次に人間は労働によって,生 活を支えなけ

ればならない.労 働は本質的に協同的なもの

だが,現 代ではその協同性の大部分は商品経

済によって隠 されている.そ して,隠 され

ることによって,認 識上 も消失する.現 代 の

生活スタイルの特徴 として,「個人主義」「他

人と関わらない」生活があ り,そ れが可能に

みえるのは,協 同性を隠蔽する商品経済の浸

透のためである.

しかし,こ うした事実 も,人 間の協同性を

否定す ることにはならない.む しろ現代 こそ,

如何に協同性を獲得するのか,ま た正確に認

識するのかが課題なのである.

労働するためには労働能力を形成 しなけれ

ばならない.そ のために,教 育が必要である.

教育の最も基本的な社会的機能は,し たが っ

て社会における労働能力の形成にある.

このみつつの側面は,互 いに不可欠である.

したがって,人 間社会の組織に参加 し,教

育によって労働能力を形成 して,労 働によっ

て生活を営む とい う,納 税 ・労働 ・教育の権

利 ・義務は三位一体をなすべきものである.

ところで教育は,ど んなに機械化が進んで

も,人 と人との関係によって成立するとい う

基本的な性質が隠れることはないし,ま た人

々が教育に求めるのは,よ い教師であ り,ま

たよい友人を獲得することである.こ のこと

か ら,現 代社会での協同性を考察するには,

教育は有効な分野になる.

H

先にいかなる組織集団に属するかは,基 本

的には個人の選択権の対象である,と 書いた.

しか し,現 実的には国家はそのような組織で

はないし,ま た国家主義者は自然的な出生に

基づ く国家の一員とい うことを重視するであ

ろ う.こ の自然的条件に依存することが,国

家が国家主義の対象となる程に,強 力な側面

をもつ原因となる.

尤 も今後その重要性は歴史的に次第に相対

化するであろ う.ひ とつには,国 連などのよ

り広い国際組織によって,そ して,国 内の諸

民族の文化的権利を中心とす るより狭い組織

によって,担 われる権利 ・義務関係が生 じて

いって国家による権利 ・義務関係は,そ の

最も重要なものであるには違いないが,そ の
一つになってい く.そ うした多重的な権利 ・

義務構造の構想と,そ れを連携 させる論理の

構築が必要なのである.

さて 「人権」は国家が保障してきた.

この点に関わって 「人権」とい う概念は,
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最初から基本的な矛盾があった.

「人権宣言」というフラソス革命の国民議

会で採択されたものは,通 称であって正確に

は,「 人 と市民の権利」 という.人 としての

権利と市民 としての権利がある.つ まり 「人

としての権利」 と 「市民 としての権利」は違

うとい う前提がある.

人としての権利は,人 間であることに よっ

て,生 じる権利である.市 民 としての権利は

市民であることによって生 じる.

「入間としての権利」であれぽ,違 う国民

であっても,同 じ権利が承認 され,実 現 しな

ければならない.一 方,「市民 としての権利」

は,市 民であることによって生じるのだから,

何国民であるかは重要な要素になる.

しか し,現 実には 「人間としての権利」も,

明確に異なっている.つ まり実際に充足する

のは国家 であるか ら,異 なる国民は ことな

る 「人間としての権利」を享受することにな

る.

「人権」が国際条約の対象になるまで,厳

密に言えば,「 人間としての権利」は存在 し

なかったといえる.こ の状況を変えたのは,

民族独立や国際連盟国際連合などによって,

「国際人権」という概念が成立 して,人 権が

国際的に保障されるべきものと考えられるよ

うになったことである.

世界人権宣言が基本になって,そ の後世界

人権宣言の欠陥を埋めるべ く「世界人権規約」

が採択された.「人権規約」については,採

択 とともに,昭 和54年 条約第6号 となってい

る.

教育においても 「子 どもの権利条約」が成

立するのは,こ うした文脈においてである.

つま り,国 際人権が目指 している理想は,

文字通 りの 「人間としての権利」の実現であ

ろ う.も し遠い将来において,そ れが実現 さ

れれば,権 利の形態はまった く異なっている

だろ う.も ちろん,厂 自国民」だけではな く,

外国人に対 しても,で きるだけ平等な権利を

保障 しようとい うのが,国 際的な合意である

から,そ の点で 「人間としての権利」が実現

しつっある過程にあることは間違いない.

しかし,近 い将来において,そ の実現を前

提に権利概念を構成するのは,空 想的である.

つま りどの国家,あ るいは国家連合に属する

かによって,享 受することのできる 「権利」

には,少 な くとも先進国と途上国を見れば,

大きな相違がある.豊 かな国家(連 合)ほ ど,

権利保障 も充実することは自明である.

ではそのような現実を考慮 して,「 国家に

所属する」ことを,こ れまでのように 「国籍」

を自明の前提 として,権 利論を構成 していい

のか.当 然,現 在なお 「国家」が権利保障の

主要な担い手である限 り,そ れを無視 した理

論は成立 しない.し か し,そ れが次第に相対

化 されるとい う展望で考察するか否かは,大

きな理論上の相違を生むのである.

皿

古 典 的 な 権利 概 念 は,国 民 を 国民 国 家 に 含

み こ ませ るた め の概 念 装 置 だ った.

人 間 であ る こ とに よ る 「人 権 」 が,実 は そ

の 「国民 」 で あ る こ とに よ って 生 じた こ とは,

そ の別 の表 現 で あ る.

しか し,「 国民 」 な る概 念 も,「 人 権 」 の創

成 期 には,複 雑 な諸 対立 が あ った.杉 原 泰 雄

に よ って 分 析 さ れ た 厂人民 」「国民 」 概 念 な

どに それ は 見 られ る.

しか し,こ こ では 堀 尾 に よ って指 摘 され た

シ エ イ エ ス の問 題 を 考 え て み る.

シエ イ エ スは 積 極 的 市 民 と受 動 的 市 民 とに

分 け た.(こ の 場 合 の 「市 民 」 は,こ の論 で

の 「国民 」 とほ ぼ 同 じ と考 え る.シ エ イエ ス

『第 三 階 級 とは 何 か 』)そ して,市 民 と して

の権 利 を,積 極 的 市 民 に のみ 認 め る.こ のた

め に,保 守 的 な 思 想 家 と考 え られ て い る.

っ ま り,シ エ イエ スは 市民 的 権 利 を,納 税,

つ ま りそ の共 同体 に 属 す るた め の負 担 を 実 行

す る もの のみ,負 担 の対 価 と して の権 利 を 認

め る.し た が って,多 くの 人 々が 権 利 か ら疎

外 され,実 際 に は 一 部 の 者 に の み,権 利 が 認

め られ る こ とに な った.堀 尾 は シエ イ エ スを

「排 除 の論 理 」 の提 起 者 と見 た.こ の点 は 日
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本でも 「選挙権」において同様な歴史をもっ

ている.

しかし,今 日の水準でみると,シ エイエス

の思想は,積 極的に読み直すことができると

考える.

現在日本に住む者で,納 税を全 くしない人

は,存 在 しない.

大きな非難を浴びた消費税の制度は,(も ち

ろん制度として極めて大きな問題があるが)

日本に住む人はすべて納税者だ とい う事実と,

それだけではな く 「納税者意識」を呼起こし

た.こ のことは,民 主主義 と権利の点で,重

要な積極的意味をもっている.消 費税の 「見

直 し」作業が,多 くこの 「納税者意識」を喚

起する仕組みに向けられ,税 自体を隠す方法

を模索 したことに顕著に現れている.

消費税反対運動が,こ の積極的な側面 も否

定するとしたら,「負担は回避 したい」 とい

う水準の運動 にな り,「見直し」と本質的に

は同 じ理論水準,民 主主義水準になってしま

うだろ う.

とにか く,シ エイエスの論理では,日 本に

住む者はすべて 「能動的市民」なのである.

これまでは 「受動的市民」にも平等な権利を

認めるべきだ とい う権利論が基本だったが,

これは現在の日本社会には適合 しな くなって

いると考える.全 ての生活 している人が能動

的市民なのだか ら.

ところで,こ の論理では,「 外 国人排除」

は否定 される.

ソ連やユーゴなど,民 族紛争が現在の最大

の国際問題の一つであるが,す べてこれまで

他民族による抑圧の歴史を背景にしている.

「他民族を抑圧する民族は自由ではあ りえな

い」 というマルクスの言葉は現在尚重要な提

起を している.

では 日本国憲法はどうか.実 はこの点,日

本国憲法は大きな弱点をもっている.

基本的人権の部分の 「国民」は,英 語では

peopleで ある.周 知のように,日 本国憲法の

案 は 英 語 か ら出発 して い るか ら,こ れ を ど う

訳 す か が 問 題 に な った.

peopleは 英語 で も多 義 的 な概 念 で あ る.

ロ ン グ マ ンの辞 書 で は次 の よ うに な って い

る.

people.1persons,.humanbeings

2personsingeneral

3alltheordinarymembersofa

stateallthosepersonsin.a

societywhodan'thavespecial

positionorrank

4race,nation

当 然1,2と3,4の 問 に 大 き な意 味 の 相

違 が あ る.

憲 法 制 定 時 に も 「人 」 と訳 す か 「国民 」 と

訳す か,大 分議 論 が あ った が,結 局 「国民 」

に な った.こ れ は 国籍 を 明 記 した もの で,権

利 に つ いて は 日本 人 に 限定 した.そ こに は朝

鮮 人 問 題 が か ら ん で い た.朝 鮮 人 は 戦 前 は

日本 の 植民 地 下 に あ った の で 日本 人だ った.

独 立 す る時 に,国 内 の朝 鮮 人 に対 して,基 本

的 人権 を保 障 す る のか とい う問題 が 起 きた.

西 欧 で は通 常 この よ うな場 合,「 国 籍 選 択

権 」 を与 え たが,日 本 は 与 え なか った.し か

も基 本 的 な権 利 か ら疎 外 す るた め に,憲 法 で

「国民 」 とい う訳 語 を 選 択 した.つ ま り 「国

民 」 と い う言 葉 は,憲 法 制 定 時 に お け る 「民

族 差 別 」 の現 れ な の で あ る.

こ の よ うな概 念 が,現 在 妥 当 で あ るはず が

ない.

そ し て,こ の 不 当性 は,後 で見 る よ うに,

教 育 の 現 場 で は著 しい弊 害 を及 ぼ して い る.

日本 国 憲 法 で は,こ の 人 の概 念 は一 応 次 の

よ うに 整 理 され て い る.

「何 人 も」 はeverypersonで あ り,「国民 」

はpeople,そ して,「 人」はpersonに なって い

る の で あ る.

ただ ひ とつ,「日本国民 」がJapanesepeople

で あ り,訳 と してお か し くは な い が,概 念 の

重 層 が あ る.

つ ま り日本 憲 法 で は,国 籍 を前 提 と した

「基 本 的 人 権 」 と国籍 を前 提 に しな い 「基 本
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的 人権 」 が存 在す る.し か し,「 基 本的 人権 」

とい う呼 び名 か ら考 え れ ぽ,こ れ は ま こ とに

おか し い こ とで は な いの か.

「教 育 権 」 は 憲 法 で は,r国 民 と して の 権

利 」 に 入 って い る.こ れ は 単 な る偶 然 だ ろ う

か.こ こ で は,「 教 育 権 」 が 何 故 「何 人 も」

も つ 権 利 で は な く,「 国民 」 の も つ権 利 に な

った か の論 議 は しな いが,少 な く とも こ の規

定 に 「相 応 し く」 戦 後 の教 育 政 策 が,他 民 族

排 除 の性 質 を,色 濃 くも って いた こ とを示 し

て お きた い.

V

それは文部省の 「国際化」に関する姿勢を

みる上でも重要なことである.

1984年 の11月に,長 野県の非常勤講師の梁

弘子が,教 員採用試験に合格 した.韓 国籍の

人で,信 州大学を卒業 した1979年 に教員採用

に一度合格 していた.こ のときは県教委が文

部省に問い合わせ,「 日本人でないと採用で

きない」という文部省の回答で,臨 時講師に

なった経緯がある.地 域で一貫して批判があ

り,1984年 「国籍などの差別をな くし,公 正

な教員採用を願 う県民の会」が働 きかけて,

県教委で担当課長が 「国籍にこだわらない」

という回答を したので,再 度受験し,合 格し

たものである.と ころが,文 部省が 「外国人

を採用 しないように」と強力な指導をしたの

に対 して,採 用を取消す措置を県はとった.

マスコミの報道するところとなり,社 会的

批判が文部省や長野県教委に集中 し,結 局妥

協 として 「常勤講師」となって採用されるこ

とになった.こ れは82年 の9月 に文部省が出

した 「国公立学校の教員には外国籍の者は採

用 しないように」という通達を,文 部省が長

野県に再確認させたものである.

新聞報道によると,長 野県の教育長の交代

期にあた っていたのが,大 きな原因になった

とされている.現 在の教育行政の制度では,

県教育長は文部省の,市 町村教育長は県教委

の承認を必要 とすることになっていて,こ れ

が結局上意下達の手段になっている.文 部省

は指導助言をするだけだが,実 際にはこの制

度を利用 して,ほ ぼ意思を教育委員会に浸透

させることができる.

教員採用に関 して,1991年 に文部省は若干

の政策変更を行った.

1月10日 の韓国と日本の外務大臣の在日韓

国人三世に関する覚書を受けて,3月22日 の

文部省教育助成局の通知で,公 立学校の教員

採用試験の国籍条項を廃止して,外 国人にも

受験資格を与えた.梁 さんへの措置を制度化

したのである.

文部省地方課の見解を紹介す る.

政府は 「公務員に関する当然の法理」とし

て,公 権力の行使又は公の意思の形成への参

画に携わ る公務員となるためには 日本国籍を

必要 とする」 と解釈 しており,こ れはかなり

強固な政策になっている.そ れは 「公の意思

が国民の利益にかな うように形成 されるよう

企画立案され ることについて,国 として十分

に信頼できる者でなければならず,国 がその

ような信頼を置き得るのは当該国家の国民を

おいて他にないからである.こ のような公務

員は国に対す る忠誠 と国からの信頼が十分期

待される自国民 であることが当然のことであ

ると解 されるのである.」(小野元之 「教育委

員会月報」1991.3p13)

ところで学校とい う組織 の中で,「 公の意

思形成」は校長が行 うものであ り,教 諭はそ

れを助けるとされる.

学校の 「公の意思」 とは,1学 校の教育活

動の基本方針に関す る事項について行 う意思

形成の作成(学 校における教育課程の編制す

なわち教育目標の設定,教 育課程編成の基本

方針の策定,年 間指導計画の作成,教 材の選

定,そ の他諸事項の方針決定など)と2児 童

・生徒の在学関係に関 して行 う意思形成(入

学 ・退学の許可,課 程終了 ・卒業の認定,懲

戒 く退学,訓 告〉の決定,学 則 ・校則の制定

・改定など)が ある.

これらのことが,外 国人に関与を許 さない

「公の意思」であるかは別 として,こ うした

意思形成に参画す ることは,日 本人でなけれ

..



ぽならないから,教 諭にはなれないとい うの

が,文 部省の意思である.

何故か.

講師は教諭に準じるために,公 の意思形成

には参加 しないから,教 諭は任用できないが,

常勤講師ならよい,と い う.「公務員に関す

る当然の法理」に抵触するため教諭には任用

できないためであってやむを得ないことであ

ろ う.」(p16)

常勤講師は主任や校長にはなれないが,学

級担任や教科の担任になれるし,職 員会議に

出席 ・発言できる.

そして,試 験は同じことをして,合 格者で

日本人は教諭,外 国人は講師とい うことを定

型にするものとしている.こ れは完全に差別

ではないか.

「今回の措置が韓国との友好親善の増進に

寄与す ることとなるとともに学校教育の国際

化に も役立つ となれば望 ましいと考える」

(p16)

そ うした論理を認めることは決してできな

い.

1.同 じ試験をやって,日 常的に同じ仕事

をするのに,日 本人と外国人を別の待遇にす

ることが,国 際友好になるとは考え られず,

明確に差別である.

2.こ の論理でいくと,外 国人である常勤

講師は,学 級担任であ りながら,年 間の授業

計画の立案や,自 分の学級の生徒が退学処分

になるとい うときの決定に,参 加できないこ

とになる.こ れでは教諭 としての職務を円滑

に遂行できない.

3.教 員採用に関 しては,基 本的に県教育

委員会の権限であって,文 部省の権限ではな

い.こ れまで,国 籍条項を県に押 し付けてい

たのは文部省だった.梁 事件をみれぽわかる.

梁さんの第一回の採用試験では,文 部省が採

用できないと指導 して,臨 時講師としてのみ

仕事をすることができた.

これはそのような指導を受入れる教育委員

会の体質の問題でもある.

しか し,最 も重大なことは,こ のような明

白な差別が,(し か も平等に 「教諭」 として

採用していた県もある.そ こに大きな圧力を

かけていることになる.)「 国際親善の増進に

寄与する」などと希望 している 「国際親善認

識」である.

「公の意思」とい う概念は,結 局 「排除の

論理」であり,ベ イ トソンのい う 「思考停止

の概念」である.権 利論の構成上,許 容でき

ない概念であることを銘記したい.

M

これ までの検討で明確なよ うに,本 論は

「納税」を基本的権利であ り,か つ義務であ

ると考える.「排除の論理」を脱却する鍵概

念であると考える.

納税が権利であると書 くと,当 然不自然に

考えられるだろ う.納 税は義務以外の何物で

もない,と.

しかし,納 税を国家的な組織へ参加 し,そ

の組織維持のための基本的な負担であると考

えた場合には,そ れはその組織への参加権を

意味することにな り,当 然権利としての意味

を強 くもつことになる.

現在の世界のように,人 口移動の激 しい社

会で,日 本でも多 くの外国人労働者が職業を

求めてや って くるとき,こ の権利概念の検討

抜きには,権 利論を構成できないのではない

か.国 際的に国籍獲得権 というような権利が,

将来議論になることは必至であり,そ れを意

識 した論議であることも付加えておく.

外国人の納税や労働権,そ して教育権を論

じることは,と りも直さず 「国家」を捉えな

おす ことに外ならない.外 国人労働者問題や

社会主義国の民族独立運動やEC統 合は こう

した点で,重 大な転機となるはずである.

したがって,「 納税」の権利 ・義務関係の

規定を,厂国民」「住民」及びそれぞれの選択

の問題 と関連させて,再 把握すべきである.

ところが納税の規定に関して,日 本国憲法

には二つの欠点がある.

イ.納 税者の義務だけが規定されていて,

権利規定がないこと.
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人権宣言に規定されているように,納 税は

国家 という共同体に参加する基本的な権利 ・

義務 であった.し か し,源 泉徴収制度にみ ら

れるように,納 税は権利 とい う側面を否定さ

れた状況になっている.

ロ.納 税義務は 「国民」だけではな く,

「外 国人」に もあるが,「 外国人」には 「基

本的人権」がどのように保障 され るのか明確

でない.

もうひとつ検討したいことは,社 会権と自

由権の問題である.

この点でソ連の状況は,や は り考察の材料

として,重 要なものなので,ソ 連を素材にし

て考える.

近代的な自由権を基本に した法体系のもと

では,居 住の自由がある.つ まり国内どこで

も住む ことは,基 本的には自由である.で は

国際的にはどうなのか.当 然国際私法の レベ

ルでは,そ れは当然の権利としては認められ

ていない.こ の点でもECは 注 目すべ き成果

をあげてきたが,し か し,で は何故国家はそ

れを制限することができるのか.

あるいはこれまでのように,国 家主権とし

て,か なり厳格な制限を許容 してよいのか.

何故ソ連の体制が,ク ーデターとい う無謀

な試みから,そ の意図に反 して,短 期間に崩

壊したのか.そ れは権利を保障されていなか

った人hが,ペ レス トロイカによって権利を

ある程度保障され,そ れによって権利意識が

覚醒 したことがある.そ の中心は自由権だ っ

た.

ソ連では,よ く言われるような形で,人 権

一般が否定 されていたのではない.通 常資本

主義国では,自 由権が優位で,社 会権が補充

的に運用されるが,ソ 連は,社 会権が主体で,

自由権が原則的に認め られていなか った,と

単純化 して言 うことができる.

ソ連は不等価交換社会だ った.そ れは国内

においても,ま たソ連 と他の社会主義国との

関係においてもそ うだった.社 会権は不等価

性 を基 本 にす る.そ の意 味 で,ソ 連 に お け る

人権 形 態 と経 済 の形 態 そ して,国 際 関 係 の

結 び 方 は,原 則的 に一 致 して いた.

つ ま りソ連 は,不 等 価 性 と平 等 の奇 妙 な結

合 社 会 だ った.

しか し,不 等 価 性 は 等 価 性 の欠 点 の補 充 と

して,基 本 的 に意 味 を もつ と考 え られ る.従

って,自 由権 な しの社 会 権 は,権 利 と して の

完 結 性 を もた な い.社 会 権 自体 が 歪 んだ 形 態

に な らざ るを え な いだ ろ う.

こ の意 味 で,マ ル ク ス が,「 社 会 主 義 で も

等 価 交 換 は 残 る(ゴ ー タ綱領 批 判)」 と した

原 則 とは,全 く異 な る社 会 だ った こ とは,注

意 す べ きだ ろ う.

そ こに ソ連 の 人権 問 題 の基 本 が あ る.

自由権 を抑 圧 した際,国 民 が も っ と も求 め

た 自由権 の一 つに,移 動 の 自 由が あ る.

居 住,旅 行 は もちろ ん,海 外 移 住 の 自 由 な

選 択 が なか った.

村 山士 郎 は,モ ス ク ワ大 学 の学 生 とイ ソ タ

ビs一 して,次 の よ うな発 言 を 紹 介 して い る.

村 山 「卒 業 後 の こ とです が,モ ス ク ワに残 り

ます か.」

ラ リ ーサ 「大変 な問 題 です.私 は 無 精 者 で,

あ ま り居 住 地 をか えた くあ りませ ん.モ ス ク

ワに は友 達 もい ます し,生 活 に なれ ま した.

私 が 残 りた くて も,モ ス ク ワ市 当 局 が どん な

答 え を 出 して くれ るか に か か って い ます.残

る こ とは 難 しい で し ょ う.」

ヤ ラス ラー フ 「モ ス ク ワで の居 住 登 録 が 難 し

い の です.人 口抑 制 を して い ます か ら.モ ス

ク ワの人 と結 婚 す るか,非 合 法 で買 い取 るか

で す.」(『 ペ レス トロイ カ と教 育 』)

権 利 は,い か に最 終 的 に保 障 され る もの が,

安 定 した 権利 だ と して も,そ れ が 自分 で 主 体

的 に 選 択 した もの で な い 限 り,権 利 と して 自

覚 され な い し,ま た 人hを 満 足 させ る こ と も

で きな い.そ れ を ソ連 の権 利 構造 は 示 した の

で あ る.

こ の こ とは す べ て の こ とに 妥 当 す る よ うに

思 わ れ る.

我 が 国 の例 で 「教 科 書 無 償 」 に つ いて 考 え
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たい.

教科書の無償化は,現 実の政策の中では,

国民の平等な権利を保障するために実施 され

たのではない.あ くまで 「教科書採択権」を

行政の手に握ることに主眼があった.現 在の

教科書のつまらなさが,検 定以上に採択にあ

ることはあまり知られていないが,事 実であ

る.そ れにも関わ らず,教 育関係者は,無 償

性を擁護 して採択権の復活問題を回避してき

た.採 択権を行政が握 ったことの,最 悪の結

果は教科書に対す る教師の無気力化だろ う.

もし大蔵省の主導で有償性が復活 した ら,お

そらく採択はそのままだろう.

個性的で多様な,子 どもの実情に合せて選

択できる豊富な教科書があることと,公 費で

まかな うために,基 準に合せて作ることとは

基本的に両立 し得ないと考える.

これは単なる自由の主張でなく,選 択行為

に付随する意識性の問題である.

公費主義教育財政論は,こ の費用負担 と意

識性の関連を,一 貫 して無視 してきた.

採択権を復権させるための有償化構想が必

要なのである.

憲法は26条 で 「すべて国民は,法 律の定め

るところにより,そ の能力に応じて,ひ とし

く教育を受ける権利を有する.2す べて国民

は,法 律の定めるところにより,そ の保護す

る子女に普通教育を受けさせる義務を負ふ.

義務教育はこれを無償 とす る.」 と規定 して

いる.

権利 とは,ま ずその権利を充足するか否か

を,選 択する権限を含むものであろう.あ る

いはいかなる形態において,そ の権利にもら

れた理念を充足するか,と い う形態選択の権

限があることであろ う.そ れ無しには,権 利

とは言えない.

学校教育を受けるとい う形態選択か,そ れ

以外,例 えば家庭教育 ・塾 ・国際学校 ・外国

での教育等々の形態がありうるにも関わ らず,

その選択は認められていない.

「教師の教育権」を軸 とした国民の教育権

は,選 択権を認めるのではなく,学 校指定=

機会均等の実現 という図式を是認 してきた.

「教育権」とは,ま ずは 「教育を受 ける」

ことを前提にして,い かなる形態の教育を受

けるかを決定することか ら,始 らなければな

らない.

但 し,形 態選択 といっても,近 所に選択可

能な教育組織がなければ,実 際には選択不可

能であるし,自 分で子 どもを教育する親は,

実際には少ないであろ う.そ うした点を考え

ると,「教師の選択権」あるいは,ど うして

も教育を任せた くない教師に,子 どもがあた

ったとき,そ の 「教師を忌避できる権利」を,

実定法上のそ して,現 実的な権利 として規定

すべきである.

こうした制度を実現することは,学 校にお

ける子どもの状況を著 しく改善 し,ま た教師

の教育実践の改善に役立つはずである.

臨教審が 「自由化論」を議論 した とき,

「公教育の解体」と批判するのではな く,む

しろ臨教審が,部 分的な選択の自由しか主張

していないとして,よ り根源的な 「選択 の自

由」を主張するべきだったのである.

予想される反論についてコメントしておく.

第一に,「 親の教育の自由」は有産階級の

論理であって,貧 しい者には不利だ,と いう

論議である.歴 史的事実 としては,そ の通 り

であるが,教 育をめ ぐる現実が変化 した現在

では,そ の逆である.小 学校以来の分化 で,

豊かな層は,「 指定 された教師」との問題を

様々な手段で,回 避 した り克服することがで

きる.し か し,貧 しい者は,担 任との圧轢を

ひたす ら耐えた り,甘 受するしかない.形 態

選択が著 しく制限されている現状は,教 育の

平等ではな く,教 育的格差を助長 しているの

である.

第二に,国 民 としてのまとまった教育水準

が必要であるが,形 態選択を認めたら,国 民

としての共通教養の形成が不可能ではないか

という批判がありうる.

この点については,公 用語をめ ぐるレー二
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ソの発言を参考にすることができる.

レーニソは自由な経済的交通があれぽ,言

語は自然に共通の土台を形成するのが,強 制

的な公用語は,そ の形成を阻害するとして,

反対 した.

ソ連の状況は何を意味するか.

1.強 制的な公用語は一応ない.し かし,

事実上 ロシア語が公用語になっている.た だ

し,民 族語の使用に関する権利保障は,や は

りもっとも進んでいると考えられる.

2.自 由な経済交通はない.し たが って,

レーニンがもっとも重視した要素が欠けてい

た.

3.そ の後起 きた事実としても,情 報革命

にかんして,自 由な情報社会が形成 されてい

なかった.

国民的共通教養について考えるときには,

次のことを考慮するべきであろ う.

1.国 民としての共通教養を,国 家の機関

によって形成する意味があるだろ うか.

この点については,レ ーニンの見解が参考

になる.

2.今 必要なのは,単 なる国民的教養では

ない.日 常的に形成される共通教養は否定す

る必要がないが,今 公的な機関によって与え

ることが必要なものがあるとすれば,国 民的

共通教養ではな く,も っと地球的な視野をも

った教養であろ う.

しかし,そ うした教養が共通に形成されて

いるのではないから,い かなる教養を子ども

に身につけさせるのか,と い う判断について

親を排除す る形態は,否 定されなければなら

ない.

現在は国家という大きな存在が激動 してい

る時代である.だ からこそ,個 人の主体的選

択権の保障が重要である.

等に」 とい う原則について考える.こ れは

教育運動の中でも,常 に大きな問題だった.

極端に言えば,憲 法の条文を恣意的に解釈

するものがほ とんどだ った.

自民党は平等を否定 し,能 力に応じての

みを重視する発想といえる.そ れに対 して,

「能力に応じて」を 「発達の必要に応じて」 と

読みかえて,平 等と調和させようという,こ れ

は実質的には平等をのみを重視する発想である・

しか し,憲 法をそのまま読む限 り,こ の二

つは並存 してお り,ど ちらかに偏するわけに

はいかない.ま た,「 発達 の必要に応 じて」

とい うのは,平 等の原則の系としては妥当だ

が,「 能力に応 じて」の読みかえとしては,

妥当性を欠 く.

ところで,納 税に関する場面においては,

この位置関係は逆転することが,非 常に興味

深いことである.

納税に関 しては,す べての市民,能 力に応

じて,と いう二つの概念があった.

しかし,社 会的な平等を志向する思想は,

納税における 「累進課税」つまり能力主義を

主張する.自 由主義者は,む しろ 「平等な課

税」である.

この逆転は,こ れまであま りに当然視 され

てきた.

しかし,当 然のことなのか.

国家構造の転換によって,こ の点は再考慮

され,様 々な分野における平等主義と能力主

義の統一的な関係把握が求められる.

現実の実践的な課題としては,「 能力に応

じて」 とい う原則 と,「ひとしく」 という原

則は,そ れを可能にす る授業内容 と教師の

力量によってのみ,実 現されるものであろ う.

次 に 「能 力 に 応 じ て 」 とい う原 則 と,「 平
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